
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 2年度  事 業 報 告 書
令和 2年 4月 1日 から 令不口3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人ADDS

1 事業の成果
【総括】令和2年4月 1日 「江戸川区発達相談・支援センター」がオープンしました。当法人が

理委託を受ける形で、自治体では初めて、RISTEX実装プロジェクトの成果である「ぺぁす
「AI―PAC」 の導入を本格的に進めて下さいました。今年は、年間で約70家庭に「ぺぁすく」

し、法人では初となる保育所等訪間の事業も開始しました。「ぺあすく」に参加して下さった

様は、多くが「このプログラムを受けてよかった」と感想を下さいました。また、自治体行政の

も、丁寧な意見交換を通じて、センターの取り組みの意義を少しずつ感じて下さっています。

本年度は、事業規模の変化に伴い、会計区分の変更を行いました。これまで保護者研修事業、

庭療育サポー ト事業、支援者育成事業、普及啓発事業を全て「支援者育成事業」としてまとめま

た。

(1)特定非営利活動に係る事業
① 支援者育成事業 :

新たに 2事業所が実装先となり、オンラインなどの方法を用いながら人材研修やコンサルテー
ションを行いました。

② 障害児通所支援事業 :

荻窪と鎌倉の事業所あわせて今年度は約 102家庭にご利用いただきました。

③ RISTEX事業 :

Rl年度から開始 したオープンサイエンスに基づく発達障害支援の臨床の知の体系化を通 じた
科学技術ノベーション政策のための提言プロジェク トです。

「発達障害の概念が必要ない未来に

向けて」をテーマに、科学技術の活用 と政策提言に関する研究を、引き続き進めてまい りま

す。

④ 指定管理事業 :

令和2年 4月 1日 に江戸川区発達相談 。支援センターがオープンしました。年間で約70家庭に
「

あすく」を提供し、法人では初となる相談事業や保育所等訪間の事業も開始しました。引き続き

区立のセンターとして地域の状況や課題に応じて事業所の運営を行ってまいります。
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和2年度 活動計算書
令和2年4月 1日から令和3年3月 31日まで

円

特定非営利活動に係る事業 休眠預金交付金事業

金  額 小計・ 合計 金  額 小計・合計
合計科 目
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表
令和3年3月 31日現在

単位 :円
令  額 小計・ 合計

99,703,094
12,321,124
226,019

1

現金預金
売掛金
仮払金

建物付属設備
減価償却累計額
有形固定資産計

ソフトウェア

無形固定資産計

敷金
投資その他の資産計

112.250.237

4,634,362
△ 1,833,641

2,800,721

4,540,161
4,540,161

2,514,000
2,514,000

9.854.

122,105,119【A】 資 産 合 計 ①+②

42,637,182
13,951,085
642,124
599,500
326,100

未払金
未払費用

預り金
未払法人税等
未払消費税等

58.155,991

58.155,991

34,104,554
29,844,574
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122,105,119【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】
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令和 2年度  計算書類の注配

特定非営利活動法人 ADDS

重要な会計方針
計算書類の作成は、ⅣO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20-部改正 PO法人会計基準協議会)
によつています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産については定額法で償却をしています。

(2)消費税等の会計処理
税込経理方式によつております。

2.事 業別損益の状況

5.固 定資産の増減内訳

管理部門 合計
RISTEX
事業

指定管理
事業

休眠預金等
交付金事業

収益事業 事業部門計科 目
支援者育成
事業

障害児通所
支援事業

799.140

2,760,181

21,361,800

206,655

2,760,181

259,896,625

69,232,856

5,678,770

982.432

6,281,220 229,783,605 2,470,000

5,678,770

16,500

238,534,825
69,026,201

5,678,770

183,292

8,585,291 60,440,910

166,792
25.127.776 338.550.8646.281.220 229.783.605 2.470.000 5.695,270 313,423,0888.585,291 60,607,702

160,430,422

22,241,485

6,320,099

413,362

4,548,012

290,146

6,761

30,874

164,978,434

22,531,631

6,326,860

444,236

3,825,538

488,320

79,586

120,009,173

17,057,001

4,326,603

385,563

2,771,638

378,610

83,493

1,399

32,278,578

4,120,276

1,642,461

26,400

4.875.793 194.281.1614.393.444 141.778.340 3.235,140 189,405,3681.930.729 38,067,715

66,608,432

2,201,812

76,865

3,076,720

1,883,276

713,383

5,722,285

344,178

4,433,065

3,596,032
6,629,226

3,022,260

1,024,804

5,537,789

2,028,750

6,926,752495,625

2,592

11,954

63,203,8601

2,200,9221

75,272

3,076,720

1,753,6051

712,9431

5,364,200‐

316,209

4,332,022

2,606,032
6,629,226

3,022,260

627,282

4,532,000
0

3,906,039

3,404,572

890

1,593

129,671

440

358,085

27,969

101,043

990,000

397,522

1,005,789

2,028,750

3,020,713

530,400

23,590

6,050

246,400

2,420

165,409

181,859

440

622,727

46,917

899,566

103,821

721,969

6,629,226

14,580

153,688

210,398

2,701,9201

40,8001

21,2951

421,871

28,380

51,040

18,385

59,806,131

1,978,263

29,942

3,076,720

1,106,443

666,026

3,793,771

212,388

4,332,022

1,884,063

3,007,680

430,840

4,532,000

3,148,976

510.176 102.358.592 11,467,037 113,825,6299.750.600 3.283.691 88,005,265808,860
3.745.316 291.763,960 16,342,830 308,106,7912.739.589 47.818.315 7.677,135 229,783,605

1.949.954 21.659.128 8.784,946 30,444,07412.789.387 -1.395,91 2,470,0005,845,702

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.収益事業
6.その他収益
経常収益計
Π 経常費用
(1)人件費
給料手当
法定福利費
通勤費
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
業務委託費
印刷製本費
旅費交通費
車両費
通信運搬費
教材費
消耗品費
玩具費
修繕費
水道光熱費
地代家賃
賃借料
支払手数料
広告宣伝費
滅価償却費
雑費等

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

減 少 減価償却累計額取 得

4,634,362

7,039,008

2.514.000

1,833,641

2,498,847

2,800,721

4,540,161

2.514.000

4,634,362

7,039,008

2.514.000
14.187.370 4.332.481 9,854,88214.187.370

建物附属設備

ソフトウェア
その他の資産
敷金



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和2年度 財産 銀
令和3年3月 31日現在

三! 金  覆 ′l、   1‖ 合   計

現金預金
手元現金
銀行普通預金 (三菱UFJ銀行・恵比寿支店他)

81,112
99,621,982

障害児通所支援事業等 法人2月 分
障害児通所支援事業等 法人3月 分
障害児通所支援事業等 個人分
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建物附属設備
減価償却累計額
有形固定資産計

4,634,362
△ 1,833,641

2,800,721

ソフトウェア

無形固定資産計

4,540,161
4,540,161

敷金 2,514,000
2,514,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 122,105,119

未払金
指定管理用精算額
外注費等経費未払金

36,092,395
6,544,787

3月

分給与
分社会保険料

10,617,

3,333,

源泉所得税
源泉所得税

286,910
135,314
219,900住民税

326,100

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 58,155,991

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 63,949,128



書式第 18号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を

“

颯した名簿)

盤主主菫劉量動法△__塑墜

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

理夢「・監事
クマ ヒトミ R2年 4月 1日

R3年 3月 31日

R2年 4月 1日

R3年 3月 31日熊 仁美

2 屯許・監事
frtv< 3) R2年 4月 1日

R3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日中島 弓乃

3 埋ン:・ 監事
イ トウ ヨシコ R2年 4月 1日

R3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日伊藤 由子

4 (}・監事
カシフギ アイリ R2年 4月 1日

R3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日柏木 愛理

5 理事。(>
コウノ ヨシオ R2年 4月 1日

R3年 3月 31日

年 月

月

日

日年河野 良雄

Ａ

Ｖ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

７

〓 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事 。監事

年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

9 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事
年  月  日

年 月 日

年  月   日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_型堅L________________

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
熊 仁美

2 中島 弓乃

3 伊藤 由子

4 柏木 愛理

5
熊 方道

6 竹
内 常夫

7
加藤 裕一

8 原 智恵子

9 岡村 晴美

10
加藤 孝央

11
山田 文香

12


